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本調査は、わが国の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の意識をアンケート調査により、定期的に把握するととも

に、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ることを目的としている。2001 年 4 月に

第１回調査を開始して以来、毎年 4 月と 10 月に定期的に調査を実施し、多様な勤労者の仕事と生活の状況や認識を把握す

ることに勤めている。また、2011 年 4 月実施の第 21 回調査より、調査対象者を拡大するために、従来の郵送モニター調

査からインターネットによるＷＥＢモニター調査に切り替えている。 

第 29 回調査では、「勤労者の景況感や物価、仕事に関する意識」「家計の経済状況」「ボーナスの使い途」「３年後の

経済状況や５年後の自身の賃金見通し」「収入格差に関する認識と階層意識」「2014年衆議院議員総選挙における投票行

動」をテーマとして取り上げた。調査対象および集計対象は首都圏、関西圏に居住する 20 ～64歳の民間雇用者で、有効回

答数は 2,000 名であった。以下に調査結果のポイントのみ示したので、詳細は報告書本文を参照されたい。 

《調査結果のポイント》 

◆景気が悪化したとの認識はやや弱まる。失業不安は依然３割超。賃金が上がったとの実感は製造業の正社員などにとどま

っており、全体への波及は不十分。 

◆依然として３割の世帯が赤字。支出の切り詰め行動を行う世帯の割合が１年前の７割から８割に上昇するなど、厳しい状

態。 

◆ボーナスの使い途は、預貯金、生活費補てん、ローン返済が多い（3つまで選択）。生活費補てんは赤字世帯で５割、低

収入世帯で４割。 

◆収入格差が<拡大した>と今後<拡大する>は共に４割超。 

◆収入格差の拡大の主な要因は、非正規雇用の増加や企業間の業績格差の拡大。 

◆階層意識の認識は、「中の下」と「下」をあわせると５割超。 
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